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権利出願可能性評価権利出願可能性評価

特許出願特許出願

ライセンスライセンス 大学発ベンチャー大学発ベンチャー

IPO、M&A等IPO、M&A等

ロイヤリティ等収入ロイヤリティ等収入

・米国：5.4兆円 （$37.0B；2002年度）
・英国：1.0兆円 (£4,413M；2002年度）
　
・日本：3.3兆円 （2003年度）

・米国：6,509件（2002年度）
・英国： 967件（2001年度）
・日本：1,680件（2003年度）

・米国：4,320社* （累計；2002年度）、364社（2002年度）
・英国： 945社 （累計；2002年度）、197社(2002年度) 
・日本：　 916社 (累計；2004/8)、 179社(2003年)

・米国： IPO約50社・M&A約 320社
（2002年：Venture Economics調べ）
・英国： IPO・M&A等 5社 （2002年現在）
・日本： IPO 9社(2005/1) 

・米国：3,739件（出願数比57％；2002年度）
・英国： 758件（2002年度）（出願数比64％；2001年度）
・日本： 531件（出願数比32％；2003年度）

・米国： 1,452億円 （$998M；2002年度）
・英国： 85.6億円 （£37M；2002年度）
･日本： 5.5億円 （2003年度）

・潜在的市場
・技術的優位性
・権利保護可能性
・発明者プロファイル

○米英日の制度導入時期比較

注　 ：研究開発費については、日・英と米国の間で人件費等の取扱いに差があることに留意する必要がある。
出所：以下のデータをもとに科学技術政策研究所作成 (金額はPPPにより邦貨換算）
　　　　＜日本＞MEXT、METI 他 [特許・ライセンス関連データはTLO経由分のみ、国有特許含まず]
　　　　＜米国＞Licensing Survey 2002(AUTM編)他［*の対象は米・加の高等教育・公的研究機関等］
　　　　＜英国＞研究費投入額については、Gross Domestic Expenditure on Research and Development （Office for National Statistics）､
　　　　　　　　　　その他は、Higher education-business and community interaction survey 2002-03 (HEFCs）他
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1) 従来大蔵省通達によりBTG（British Technology Group）が独占的に取り扱ってきた公的資金
　による研究成果の実用化を規制緩和
2) 1925年に設立されたWARF（Wisconsin Alumni Research Foundation）がその先駆けとされる。
3) 沿革はNational Research Development Corporation（1948年設立： 1981年BTGに改組）
4) これ以前のものとして東海大学の例（1974年設立）がある。

図２８．技術移転フローの国際比較

●早くから技術移転の取組みを進めた米国・英国に比し、我が国では本格的成果は未だ顕在化していない。


